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介護サービスを利用するためには、市区町村に申請して「介護や支援が必要
である」と認定されることが必要です。サービスを利用するまでの手続きの
流れは以下のようになっています。

介護サービス利用のしかた

サービスの利用を希望
する人は、市区町村の
窓口に「要介護認定｣
の申請をしましょう。

申　請

原則として、申請から30日以内に市区町村
から認定結果が通知されます。

認定結果の通知

介護サービス計画や介護予防サービス計画に
もとづいてサービスを利用します。原則とし
て、費用の1～3割が利用者負担となります。

サービスの利用

認定の有効期間は、原則6か月（更新の場合
は12か月）です。引き続きサービスを利用
したい場合には、有効期間満了前に更新また
は変更の申請をしてください。
・介護の必要の程度に変化がない場合は、更新の申請
・介護の必要の程度に変化がある場合は、認定の変更
を申請　

心身の状況をしらべるために、本人と家
族などへの聞き取り調査をします。

要介護認定
●訪問調査

訪問調査の結果と医師の意見書をもとに、
保健、医療、福祉の専門家が審査します。

●介護認定審査会（二次判定）

医師の意見書 コンピュータ判定
（一次判定）

介護を必要とする度合い（要介護状
態区分）が認定されます。

介護サービス計画の作成
どんなサービスをどのくらい
利用するかという介護サービ
ス計画や介護予防サービス計
画を作ります。

●予防給付の対象者
要介護状態が軽く、生活機能が改善する可能性が高い人など

●介護予防・日常生活支援総合事業の対象者
生活機能の向上が必要と判定された人など

要支援1・2の人
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保健師等による
アセスメント
アセスメント表や利
用者・家族との話し
合いにより、利用者
の心身の状態や環境、
生活歴などを把握し、
課題を分析します。

担当者との
話し合い

目標を設定して、そ
れを達成するため
の支援メニューを、
利 用 者・家 族 と
サービス担当者を
含めて検討します。

介護予防
ケアプラン作成
目標を達成する
ためのサービス
の種類や回数を
決定します。 一定期間ごとに

効果を評価、プラ
ンを見直します。

介護保険の
介護予防サービス
（予防給付）
を利用※2

●介護給付の対象者
介護保険のサービスによって、生活機能の維持・改善を図るこ
とが適切な人など

要介護1～5の人
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担当者との
話し合い

本人の力を引き出
せるようなサービ
スを、利用者・家
族とサービス担当
者を含めて検討し
ます。

ケアマネジャーによる
アセスメント

利用者の心身の状
態や環境、生活歴
などを把握し課題
を分析します。

ケアプランの
作成

利用するサービス
の種類や回数を決
定します。

一定期間ごとに
要介護認定を更
新します。

介護保険の
介護サービス
（介護給付）
を利用

非該当の人
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担当者との
話し合い

目標を設定して、そ
れを達成するため
の支援メニューを、
利 用 者・家 族 と
サービス担当者を
含めて検討します。

保健師等による
アセスメント
利用者の心身の状
態等を把握し課題
を分析します。

介護予防
ケアプラン作成
目標を達成するた
めのサービスの種
類や回数を決定し
ます。 一定期間ごとに

効果を評価しま
す。

地域支援事業の
介護予防・日常
生活支援総合事
業を利用

更　新
※1 介護予防支援の指定を受けた居宅介護支援事業者で介護予防ケアプランを作成することもできます。
※2 介護予防・日常生活支援総合事業のサービスをあわせて利用することもできます。

利用者の状態や基本チェックリストの結果、本人の希望するサービス等によって、利用までの流れは異なります。

介護（介護予防）サービスを
利用するまでの流れ

非
該
当
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